
全国‐静岡県連結産業連関表による地域経済の構造分析

一地域連結産業連関表の作成と応用―

浅 利 一‐良Б

はじめに

公表されている都道府県産業連関表と全国の産業連関表を連結する地域間連結産業連

関表の理論的基礎と、その実際的な作成方法である「完全分離法 perfect separation

method」 につては、浅利一郎・土居英二[2006]において詳しく論じた通 りである。今回、

そこで解説した地域間産業連関表作成のための「完全分離法」を用いて、日本の平成12年

(2000年)産業連関表 (総務省統計局)と平成12年 (2000年)静岡県産業連関表 (静岡県統計

利用室)から全国と静岡県を連結した全国一静岡県連結産業連関表 (以下、静岡県連結産業

連関表と略す)を作成し、静岡県経済の経済構造の分析に応用する。

以下、第 1節では、作成した静岡県連結産業連関表の構造について概説する。第 2節では、

作成した平成 12年静岡県連結産業連関表から把握される静岡県経済の経済構造の特徴を分析

する。第 3節では、同様の「完全分離法Jで全国産業連関表と連結した群馬県、神奈川県、

長野県の連結産業連関表を用いて、他地域と比較した静岡県経済の特徴について考察する。

1。 静岡県産業連関表と全国産業連関表の連結

本稿で用いる全国産業連関表と静岡県産業連関表は、平成12年 (2000年)の統合大分類

【内生32部門】取引基本表 (生産者価格評価表)である。内生32部門表の基本構造の概略

は図 1の通りである。全国表には、当然のことながら「移入」と「移出」のカラムは存在

しない。

全国表と静岡県表を連結する場合、最も重要なことは、一ノ点を除き、その基本構造を完

全に一致させることである。除いた一′点とは、全国表には登場しない「移入」カラムと「移

出」カラムを全国表に逆の位置で挿入することである。つまり、全国表に、「移入」カラ

ムを「輸出」カラムの右列に、「移出」カラムを「輸入」の右列に挿入し、全国産業連関

表と静岡県産業連関表の表頭 0表側を表 1のように調整する。

以上の準備の下で、全国表から静岡県表を差し引くことにより、全国表から静岡県を分

離し、静岡県を除く全国表が作成される。これを全国R表と呼ぶことにしよう。それに対
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応して、静岡県表は、静岡県S表と言 うことにする。

図 1 産業連関表の基本構造

表 1 連結前の全国産業連関表と静岡県産業連関表の構造

1     ・     ・     ・       32

内生部門 〔32X32〕

組

付

加

価

値

全国/静岡県表 全国表 静岡県表

表仰l 轟證要夏 ヨモ要頁

1-32 内生書F門計 1-32 内生書F門計 1-―・32 内生吾F門計

内生音F門計 内生部門計 内生音F門計

15

88

家計丼消費支出

雇用者所得

事計外消費支出 家計外消費支出

民FEq消費支出 民FE5消費支出

営業余垂J
一般政府消費支出 一般政府消費支出

資本減耗亭1当 国内総固定資本薄成 く公的} 国内総固定資本薄成 く公的〉

闇格税 く除関税〉

《控除)経常補助全

粗付加1面1直音FFl計

国内総固定資本薄成 く民FB5)

在庫純増

国内絆固定資本薄成 く民FEq〉

在庫純増

国内最終需要計 国内最終需要計

国内生産舗 国内需要合計 国内需要合計

輸出 輸出

44{申 } {控除}格■ 44{申 } 千多出

最終需要計 最終需要計

需要合計 需要合計

(控除)輸入 《控除〉輸入

43{串 } 千卦出 48い } くl空除}格■

最終需要部門計 最終需要部門計

日向生産額 国内生産額
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静岡県を除いた全国R表において、全国R表の「移入」は静岡県S表の「移出」であり、

全国職 の「移出」は、静岡県S表の「移入」に等しい (ただし符号は逆になる)。 この移

出入関係は静岡県と静岡県を除く全国の間の2地域間の交易を表現する。この2地域間交

易を競争移輸入型産業連関モデルに展開することで、2地域間の地域間交易係数表を作成

し、静岡県S表 と全国暉そから全国一静岡県連結産業連関表を作成することができる。詳細

については、浅利一郎 0土居英二[2006]を参照してもらいたい。連結した静岡県連結産業

連関表の基本構造は図2の通りである。

ここで、静岡県S表 と全国R表の産出高ベクトル (32× 1)をそれぞれノ 、投入係数行列

(32× 32)をИノ、域内最終需要ベクトル (32× 1)を Fブ 、輸出ベクトル (32× 1)を Eノ 、

輸入ベクトル (32× 1)を ノノ、地域jか ら地域iへの財貨 0サービスの移入ベクトル (32

×1)を Ⅳ/、 θ (32× 32)の零行列とすると (以上、′,ノ =S,R)、 全国―静岡県連結産

業連関表のバランス式は以下のようになる。

図2 連結産業連関表の基本構造

*(移入出分)とは、縦列で見ると「移入」であり、横行から見ると「移出」である。
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ここで、ルブ
,■/,I― ルプーtは、それぞれ地域jの輸入係数行列 (32× 32)、 地域jか ら地

域iの移入係数行列 (32× 32)、 地域jの 自給率行列 (32× 32)である。

そこで、

χ= 1:l ,7= J~111-蕗l J_上

'『

_バ′ゞ
 ,∠

= li`」
l ,F= fil ,」

5= ::i

とおくと、静岡県連結産業連関表のバランス式は次のように書き表すことができる。

χ =Иγ +7+E
したがって、これより、

χ=(I― rz)・ 6nF十 五D

(1。 3)式が静岡県連結産業連関表の理論モデルとなる。なお、輸入は

ノ
S=ル S(И Sχ Stt FS)=ル $/Sχ S+ル SFS

yR=ル R(∠ Rχ R+FR)=ル R∠ Rχ R十
ル

RFR

であり、図 2の各輸入欄に相当する。 (1.4)(1。 5)式をまとめて書くと、

ν =ノ(んF+F)

ただし、

(1。 2)

(1。 3)

(1.4)

(1.5)
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である。

静岡県連結産業連関モデル (1。 3)から、いわゆる経済波及効果分析は以下のモデルで示
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される。

△χ=(/一 ZO~1(rAF+M)

△ノ =九頃И△χ十△F)

(1.6)

(1。 7)

なお、平成12年 (2000年)全国産業連関表と同年の静岡県産業連関表から作成した静岡

県連結産業連関表および関連諸表、そして本稿にかかわるデータは、われわれの研究プロ

ジェクトのWebサイ トに公開する、サーバー名:即阻smgos施mhacjp。

2.静岡県連結産業連関表による静岡県経済の構造分析

静岡県連結産業連関表の理論モデル式 (1。 3)の逆行列(/-2)・ に示される静岡県の産

業構造の特徴を分析する。理論モデル式 (1.3)の逆行列 (∬
-2)~1は図3に示される構造を

1署与`′1)。

2.1 静岡県連結産業連関表の逆行列 (/一 ν )・ の列和と影響力係数分析

図3 逆行列 (」 一Z4)・ の構造

吉綱 県冨 畑 R

静

岡

県
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1

32

‖ 鋤

『矩rl 賢∫l

全

国

Ｒ

1

1

32

服
」i

服
」i

』ご1〕 」lJttl

静岡県連結産業連関表の理論モデル式 (1.3)の逆行列 (∬ -2)・ の列和は、通常の産業

連関表の列和とは若干異なることに注意する必要がある。図3で、逆行列 (f― Z4)~1「静岡県
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S」 の第 j列の和Sノま、図 3にあるように、Sプ =SSノ である。その意味は、静岡県の

産業jの産出高を1単位増産するとき静岡県経済全体に与える生産誘発効果は∬
;、

静岡県

を除く日本経済全体への生産誘発効果は駅ノ、したがつて、日本経済全体への生産誘発効

果はSノ =SSプ +SRプ であることを意味する。同様に、静岡県を除く「全国R」 の第j列の和Rノ

は、全国Rの産業 jの産出高1単位を増産するとき静岡県Sに与える生産誘発効果Rら と静岡県

を除く全国R介の生産誘発効果RRプ の和 Rノ 圭RSノ 十RRノ に等しい。平成12年 (2000年)静

岡県連結産業連関表の逆行列(f-7)・ の列和は表2の通りである。

表 2 静岡県連結産業連関表の逆行列 (Itt ν )・ の列和

+SRノ

SSi S町 FRIIli RPti Ri

農柿水産業 1.2510 052411 17751 日.□ 2日 1 1.7日11: 1,7212

鉱業 14822 05300: 20122 0.0145 1.8568 :  18718

食料品 13411 □.6227 1   1.9638 0.0255 19551 :   1.9800

繊維製品 12705 07900 :  2日 614 □.0267 19876 1   1.9643

バルゴ・紙・ホ製品 18643 077261 21869 □.348] 2.0976

IL学製品 14189 □.7230 1  2.1868 0.0416 21618 :  2.2日 30

石油・石炭製品 12794 0.5285 :   1.8079 0.8086 131791  13215

事業口土石製品 1.3855 □5017 :  1.9472 □.017日 1.8801 :   1.8479

鉄鋼 12696 1.17281 2.4424 0.0185 25日 16 1  2.5202

非鉄金属 1.3055 □8444 :  21499 0.04日 2 190日9 1  19411

金属製品 1.2578 日.8088 :  2.□ 611 0.02日 1 2.0000 :  20261

一般機械 1.2925 日.91881 2.2114 0.0341 20947 1   21288

電気機1威 13496 08973 :  22469 0。日445 2日771 :  21216

輸送機1威 14428 13289 :  2.7667 00940 25738 :   26678

精密1報械 1.3224 0.7209: 2.0432 00319 19日 25 1   19844

その他の製造工業製品 13267 0,7694:  2.□ 961 ].□872 2□ 375 :   20447

建設 1296□ 05894 1   1.8854 L10229 1.887日  :   1.9099

18

19

20

電力・ガスロ熱供給

水道口廃華物処理

商業

13143 08475 :  1.6618 00□ 77 1.592□  1   1.5997

1.2619 02986 :   1.56□ 5 0.0106 16日 60 :  16166

12662 □2398 :   15□ 61 □0066 14639 1   1.47日 5

金融・f黒険 12724 02607 :   1.5881 0.0日 67

日.0日28

151171  15184

12318 :   12341不動産 11877 日□786 1  12163

運輸 18829 □51121 19141 0,0118 17994 1   18117

24 通信口放辻 14036 0.2775 :  16811 00072 1.643]1   16502

25 公務 1.2101 日3065 1  15166 00116 14507 :   14624

26 教育・研究 11975 0.2392 :   1.4868 0.3日 68 13450 1  1.3518

27 医療・f黒健・社会保障口
f「講 1.2868 04100 1  16468 03216 1.6676 :   16892

その他の公共サービス 1.2542 ].3380 1   15922 0日 124 1.5678 :  15797

29 対事業所サービス 13019 □.439日 : 1.7429 0.0165 1.6754 1  1.6919

対1国人サービス 1.3032 □8989 1  1.7□ 21 日.□156 1.6816 :  16972

事務用品 15019 18039 1   2.8日 59 □■847 26638 :  27485

分類不明 1.654□ ].44181  2.口 958 0.0141 2.□691 :   20832

表 2から、例えば静岡県内の「輸送機械」産業が1単位の生産増加を行うと、県内には「輸

送機械」増産の1単位を含めて1.4428の生産誘発効果を、県外 (静岡県を除く全国)には
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1.3239の生産誘発効果を、したがって合計で2.7667の 生産誘発効果があることを意味する。

それに対し、県外 (静岡県を除く全国)の 「輸送機械」産業で1単位産出高を増加させる

とき、静岡県内への生産誘発効果は0。 094、 県外での生産誘発効果は2。 5738、 したがって

全国での生産誘発効果は2。 6678である。静岡県内の「輸送機械」産業のトータルの生産誘

発効果 (2。 7667)が全国の「輸送機械」産業のそれ (2。 6678)と 比べて大きいのは、静岡

県の「輸送機械」産業の構成比が全国のその平均値より大きいことによると考えられる。

表 3は、表1を基に静岡県内の各産業の県内及び県外への影響力係数αを計算し、県内外

経済への相対的影響力の大きさを示したものである。

表3 静岡県内産業の影響力係数

グループ2 SSi SPti グループ1 b‐ 3i 3町
９

一
２

鉄鋼

一般機械

09592 19752 1.2738 14輌送機1戒 1.□900 2.2297 14429

0.9765 1.5475 1.1538 13電気機械

5バルプロ紙・ホ製品

1□196 1.5112 11718

1ロ ヨF鉄金属 0.9863 1.4222 1.1213 1,日 3□ 7 1.3012 1.1145

4繊撻製品 □.9598 13821 1.0751 6 fL学製品 1□682 1.2176 1.1145

11金属製品 0.95]8 1353□ 1.0750 モの他の製造工業製品

食料品

10023 1.2959 1.3932

15精密機1戒 □.999□ 12141 1.3656 13132 1.0487 1.□ 242

31事務用品 1.1347 2.1961 1.4634

ヴJレ ープ4 SSi S町 グJレ ープロ 3Si SRi

17建詈貴 0.9791 ].9927 0.9838 2鉱業 1.1198 13927 l D494

7石油・石炭製品 ].9666 □.3932 0.9429 3事業口土石製品 1.046日 0.9460 1.3156

1農柿71C産 業 □.9451 □8827 □.9258 23運輸 1,0448 0.3947

29対事業所サービス □,7398 0.9□9□ 24通信・方賀達 1,Ofi04 □4673 0.8768

30対 f国人サービス ].9883 ].6634 03877 32分類不明 1.2496 0.7441 1.]980

18電カロガスロ熱供給 0.9930 ].5853 ].1667

17巽籍:爆鐸:社合爆眸it言 0,9844 ].6935 ].8589

28モの他的公共サービス 0.rJ475 □.5098 ].日 304

19水道・廃棄物処理 □.5029 0.3139

21金融口保険 0.9613 □4390 0.7996

25公務 0.9142 B5162 ].791□

20商業 ].9566 ].4339 0.7855

26教育・研究 ].9047 04029 ].7493

22不動産 ].8595 0.1325 0.6344

1産
業に夫婦

~る
需要が全産業に与え.る影響の度合いを示す係数で、大きいほど他産業に対する影響力が大きぃ i

影燿F力4縫牧=6断 夕囃 の夕嚇目)/′ (漸郡穏栗数のフ暉日の印
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表 3は県内外への影響力係数により静岡県内の産業を4つのグループに分けて示して

いる。すなわち、グループ 1の産業は県内外への影響力係数はともに1よ り大きく、グル

ープ2の産業は県外への影響力係数は1よ り大きいが県内への影響力係数は 1以下であ

り、グループ3の産業は県内への影響力係数は1よ り大きいが県外への影響力係数は1以

下であり、グループ4の産業は県内外への影響力係数はともに 1以下である。表 3から、

静岡県は、「輸送機械」、「電気機械」、「パルプ 0紙・木製品」、「化学」、「その他製造工業

製品」、「食料品」等を主要産業とする製造業中心の県であるという姿が浮かび上がる。

次に、県外産業の静岡県経済への生産効果は表 2のRSj列に示されている。例えば、静

岡県を除く全国Rにおける「輸送機械」産業の産出高 1単位の増産が静岡県経済に与える

効果は0。 094、 静岡県を除く全国へのそれは2◆ 5738、 したがつてトータルの生産誘発効果

は2。 6678であることが示されている。静岡県経済は日本経済の部分経済であるので、県外

の産業の静岡県経済への生産誘発効果1卦目対的には小さいのは当然であるが、そえを踏ま

えた上で、県外の各産業が静岡県経済へ与える影響の相対的大きさを示すために用いられ

るのが、影響力係数である。影響力係数を一括表示すると表 3である。

表 3は、表 2と 同様のグルーピングで作成してあるが、むしろ重要なのは、RSj列の数

値の大きさである。グループ 1に入る、「輸送機械」、「パルプ・紙 0木製品」、「電気機械」、

「化学J、
「非鉄金属」、「一般機械」、「精密機械」、「繊維製品」、「食料品」などの主要な製

造業の各産業は、静岡県経済に対し影響力をもち、その動向が静岡県経済に大きな影響を

与えることが分かる。グループ 3と グループ4に入る県外の産業が静岡県経済に与える影

響はグループ 1の各産業に比べると小さい。

2。 2 静岡県連結産業連関表の逆行列 (∬ -7)・ の行和と感応度係数分析

静岡県連結産業連関表の逆行列(I-7)・ の各行の和は、64行1列でその要素がすべて 1

である縦ベクトル〔,1,‥ ち1,1,1,… ち1ソ に こで右肩につけたtは、転置記号)を逆行列(/― Z)」

に後ろから掛けることにより求めることができる。同様に、逆行列(I一 Z4)・ の各行の前半の

1個 目から32個 目までの和は、64行1列で前半32の要素は1で、後半32の要素は零である縦ベ

クトル|,1,… ち1,0,0,… ち0ソ を遊解戸U(/-2)・ に後ろから、コラ J(∬ ―Z)4の各行の後ろの

32個 目から64個 目までの和は、64行1列で前半32の要素はゼロ、後半32の要素は1である縦ベ

クトル10,0,… ,0,1,1,…
0,1)′ を、逆行列 (f―

`M)・

に後ろから掛けることにより求められる。
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表4 県外産業の影響力係数

FllΞ li RRi Ri グJレ ープ¬ RSi:RRi Ri

32分類不明 口。5795 1.1274 1.1203 14輸送機械 3.8719 1.4024 1.4846

2鉱業 0.5972 1.0117 1.0068 5バルゴ・紙・ホ製品 9777 1.1167 1.12日□

9鉄鋼 0.7637 1.8681 1.3552 13電気機械 .8886 1.1318 1.1409

11金属製品 □.8284 1.□ 980 1.0896 61L学製品 7152 1.1777 1.1847

17建設 1.0282 1.0271 10ヨF銑金属 .6560 1.0358 1.□ 439

16その他の製造工業製品 1.0989 1.0996

12-1登 1幾 1或 1.1418 1.1448

15精密機1或 1.0866 1.04□2

4繊維製品 1.B558 1.□568

3食料品 .0498 1.□ 658 1.□ 651

31事務用品 ].4898 1.4514 1.4781

ゴJレ ープ4 FllΞ li RRi Ri グJレ ープ2 RSi RRi Ri

27医療・保健・社会保障・介言 0.8906 □.9□ 86 □.9□84

1農柿水産業 □.8263 0.9269 0.9256

8事業・土石製品 □.7340 □.9972 □.9987

29対事業所サービス 0.6781 0。9129 □.9098

3日 対f国人サービス □.6424 □.9168 □。9127

28その他の公共サービス □.5098 0.8540 □.8495

25士務 0.4797 □.7905 □.7864

23運輸 0.4662 □.9804 0.9787

19水道・廃華物処理 0,4861 □.8751 □.8693

18電力・ガス・熱供給 □.8176 □.8674 □.86□2

24通 f言・放選 0.2945 □.8952 日。日874

26教育・研究 □.27rJ2 □.7329 0,7269

21金融・f呆険 0.2753 □.8237 □.8165

20商業 0.2727 日.7977 □.79□B

7石油・石炭製品 日.1491 □.7181 □.7107

22不動産 □.0987 □.6712 □.6686

通常、産業連関モデルの逆行列 (∬ 一■4)~1の各行の和は、経済全体の需要増大が各産業にもた

らす効果を表すと解釈されるが、そこでは経済全体の需要の増大を基準化した最終需要増大

(1,1,1・
・,1,1,1,…・:lyが各産業にどのような効果をもたらすかを表現 連結産業連関表の逆行列の

場合、その行和に関しては、県内及び県外の各産業の最終需要の増大を(191,… ,1,191,… ,1ソ で基

準化するよりは、静岡県内の需要の増大の効果を県内外の産業で把握するために、

〔,1,…
0,1,0,Q… ,Oyによる県内外の各産業への効果、あるいは県外産業の最終需要の増大の効

果を捕らえるために、(0,0,… ,0,1,1,… ェ)`による県内外の各産業への効果を分析するほうが経

済学的には意味がある。

静岡県連結産業連関モデクレの逆行列の列和をまとめたのが表 5である。
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表5 静岡県連結産業連関表の逆行列 (」 ―ン )・ の行和

SSi Fl131 SI SF R日
・日

□1 農柿求産業 1557 □.□□87 1.1644 日.2476 1:524□ 1.7716

●2 鉱 業 1日 日膚 日.0011 1.1017 0。 1224 1.1710 1.2938

●3 食料品 1278 日.日 18日 1.1458 日.2772 1.4012 1.6785
４

一
５

□

¨
□

繊維製品 日426 日。日□75 1.日 5日 1 日.3日 24 1.3879 1.72日 8

バルゴ・紙・木製品 4334 日.128日 1.5622 1.1日 71 2.3478 8.4549

06 fL学製品 1848 日.日914 1.2757 1.8627 2.498日 3.860日

□7 石油・石炭製品 日120 □.0日□8 1.日 12日 □.967日 1.7189 2.6日 17
８

¨
９

０

¨
□

窯業・土石製品 日979 日.□ □74 1.1日 53 日.3日 91 1.3711 1.68日 2

鉄鋼 1244 日.□ 日95 1.184日 1.6156 2.7629 4.8785

10 軍F鉄金属 日日54 日.044日 1.1294 □.61日 日 1.524日 2.1857

金属製品 1352 0.□ 156 1.15日 8 日.4□ 88 1.51日 8 1.9141

12 一月登1華 1戒 □8日 2 □.022日 1.11日 2 日.4724 1.443日 1.「J154

13 電気1護 械 1314 日.0512 1826 □.7469 1.7106 2.4575

14 輛辻 1輩 械 3268 □.□ 828 1.409日 日.8482 1.8786 2.726日

15 精密 1幾 械 032El □.ロ ロ76 1,日 397 日.1322 1.口 980 1.2302

16 モ仰他の製造工業製品 5249 □.日 74□ 1.5989 1.5587 2.3815 4.3852

17 建設 4L176 日.□ □59 1.4186 1407 1.515日 1.6557

1日 電力・ガユ・熱供給 4116 日.日 261 1.4877 □.6166 2.日 115 2.62日 1

19

2r」

水道・廃棄物処理 172日 日.0日 21 1.1742 日.日 7日 1 1.3日 21 1.3722

商業 8878 日.□ 17日 1.9256 1.5566 3.2457 4.8日 22
，

」 金融口
f黒 隣 1.12日□ 日.日 161 2.1861 日.7716 2.86日 2 8.689日

22

23

不動産 329日 日.ロ ロ46 1.3835 日.1724 1.4968 1.6691

運 輸 1.2287 日.□ 452 2.26日早 1.2252 3.□ 7日 5 4.2957

24 通信・放辻 59日 7 □.□ □66 1.5974 日.3591 1.日 55日 2.214日

25 士 務 19日 日 日.日 日□9 1.1917 日.□292 1.2169 1.246日

26 教育E研究 5日 日5 日.日 222 1.Cil日日 □.3329 1.8188 2。可517

27 医療口
1黒 健口社会 f黒 障口介誰 □24rJ 日.□ □日日 1.0249 0.日 012 1。 日1日 日 1.日 199

2日 モ昴他の士共サービユ □487 日.日 0ロ ロ 1.0496 日.日 248 1.日 656 1.口 9日 4

29 対事業所サービス 4272 日.日 298 2.4565 2.2674 4.589日 6.日□64

3● 対 f回 ∴サービス 日日17 日。日日24 1.0841 □.日668 1.187日 1.2547

31 事務用品 □813 日.□ 日12 1.日 日25 日.日 326 1.1日 46 1.1372

32 分類平明 1682 日.□ 056 1.173日 日.1731 1.2日 75 1.46日 6

表 5において、∬
′
は県内の基準化された全産業の最終需要が増大するとき、県内の各産業

に与える効果をあらわわ丸 駅
″
は県内の全産業の基準化された最終需要が増大するとき、県

外の各産業へ与える効果をあらわわす。それに対し、RS′ は県外の全産業の基準化された最終

需要の増大が県内の各産業に与える効果を、忍
Zは

県外の全産業の基準化された最終需要の増
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大が県外の各産業に与える効果をあらわす。表 5から、たとえば静岡県経済の最終需要の増大

が大きな効果を与える産業として、「対事業所サービス」0.4279、 「運輸」0.223つ、「金融・

保険」0。 1,、 「商業01。8870な どであることが見て取れる。また、静岡県を除く全国において

基準化された最終需要の増大が県内産業に与える効果が大きいのは、「ノウレプ・紙 0木製品」

①。1280、 「化学製品」①。091の、「輸送機械」0。0829、 「その他製造工業製品」①。08つ、「電気

機械」0.0512)等である。

こうした効果を相対的な数値で表現するのが感応度係数 盤である。表4を基に感応度係数を

求めたのが表 6である。表 6から、景気の変動 (全体の需要の変動)に大きく影響される静岡

県内の産業は、グループ 1の 「ノウレプ・紙 0木製品」、「輸送機械」、「その他の製造工業製品」、

「運輸、商業、対事業所サービス」、唯プト ガス・熱供給」であることがわかる。

表 6 静岡県産業の感応度係数

説ヌブは県内需要増大の効果、RS′ は県外需要増大の効果

ヴJレ ープロ SSi 開
l グJレ ープ可 SSi RSi

25金融口
f黒 険 1.6□ 16 ].6627 5 Jlル プロ紙8木製品 1.0829 5.3047

24通信口ち賀送 1.2018 0.2723 14輌達 1幾 1戒 1.0023 3.3878

26教育B研究 1.20日 1 □.9152 16モの他の製造工業製品 1 152] 3.0487

17建設 1.0685 0.2451 23運輸 1.6800 1.86□ 9

22不 動産 1.]040 0.1801 2]商業 1.4262 1.5577

29対事業所サービス 1.3387 1.2059

18電カロガスロ熱供給 1.0665 1.1745

グループ4 SS: 開
: ヴJレ ープ2 SS: 開

:

25士務 |.8996 0.0377 6化学製品 00947 3766□

19水道・廃棄物処理 0.8854 ].0888 18電気機械 □.8548 2.1096

32分 類不明 ].8826 0.2311 10非鉄金属 0,3230 1.3187

1農柿水産業 0.8731 □.36□ 1

11金属製品 0.8576 0.6416

8食料品 0.8521 □.7416

9鉄鋼 □.3495 0.3931

2鉱業 0.8815 0.0435

8窯業口土石製品 0.8294 0.3052

12‐-1黄
1蓋 1戒 0.8221 0.9047

30対 f国 人サービス 0.0172 0.0982

31事務用品 0.3169 0.0492

20モの他の公共サービス ].7923 0.0350

4繊維製品 0,7877 ].3083

15精密 1薔 械 0.7797 □.3151

27医療・f呆 健・社会f呆 障口介講 0.7743 □.0002

7石油・石炭製品 0.7646 0.0340

2 全産業に対する新たな需要による特定の産業の感応度を示す係数で、大きしヽ まど他産業による感応度が大きし、¬般に、

感応度係数=(逆行列係数の行和)/Qtti″ 囃 のイ斎日の動 。
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3.都道府県連結産業連関表による地域経済比較分析

3。 1 都道府県産業連関表の現状

第1節で述べたように、すでに公表されている都道府県産業連関表と全国表を「完全分離法」

により連結するためには、2つの産業連関表の「基本構造を完全に一致させること」が必要

である。今回、全国表は平成12年 (2000年)の統合大分類 【内生32部門】取引基本表 (生

産者価格評価表)を用いたが、各都道府県で公表されている産業連関表は、表 7にあるよ

うに、大分類表でも内生部門数は27、 32、 34、 35、 37、 38、 41,42、 52、 54と様々であり、

内生部門数の一致を前提に考えると、対象となる都道府県産業連関表も内生32部門表に限

られる。さらに、内生部門32部門表でも、最終需要の構成が問題になる。特に、地域間の

連結を行う場合、輸入と輸出、移入と移出の区別が重要になるも都道府県によつては、内

生32部門表であつても、輸入と移入、輸出と移出を集計して各 1カラムで作成している都

道府県も少なくない。ここでは、内生部門数32で、かつ、輸入と輸出、移入と移出が区別

されている平成12年 (2000年)都道府県産業連関表から、群馬県、神奈川県、長野県の産

業連関表をとりあげ、「完全分離法」により全国産業連関表と連結し、地域連結産業連関

表を用いて静岡県との比較分析を行う。

3.2 地域経済構造の比較分析の方法

増す最初に、本稿で用いる地域経済の産業構造の比較分析の方法について整理しておこ

つ。

第 1節で述べたように、全国の産業連関表と地域産業連関表を連結した地域連結産業連

関表のバランス式は (1。 2)式であった。

χ =∠γ +7'+E
これより、地域連結産業連関表の基本モデルは次式でる。

χ =(I― rИ)4(野戸十五)

地域連結産業連関モデル (1。 3)において、県内あるいは県外の産業 jの輸出が 1単位増加

するときの県内外の生産誘発効果は、

んF=(」 一rz)-1△』メノ)

で示される。

(1。 2)

(1。 3)
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表7 平成12年 (2000年)都道府県産業連関表の作成状況 °

3推抽割変夫120081, p.241よ り。
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県内の産業 jの輸出増加 1単位の増加は、

圧 0=  表
,れ

、MPは i言目暖 素は1●也の要素は全て零の02× 1)の

輸出縦バクトルである。同様に、県外の産業 jの輸出 1単位の増加は、

産0=jで示され、MPは j翻の要素は1●也の要素は全て零のe2× 1)の

輸出縦バクトルである。すでに述べたことから明らかなように、県内の産業 jの輸出増加の

生産誘発効果は、地域連結産業連関表の逆行列 (∬
-2)・ の第j列の列和で、県外の産業 j

の輸出増加の生産誘発効果は、逆行列 (∬
一爾 )4の第(32+j)列の列和で把握できる。

3。 3 地域連結産業連関モデルによる地域経済構造の比較分析

ここでは、群馬県、神奈川県、長野県、静岡県のそれぞれの平成12年 (2000年)産業連

関表と全国表を「完全分離法」により連結しtそれぞれの逆行列(∬
-7)・ 表を作成して

おき、その上で、産業の列和を比べることで地域における産業の優位性の比較分析をおこなお

う。0

表 8は、第 2節の「表2 静岡県連結産業連関表の逆行列 (∬ ―Z4)4の列和」の一部 (第

11行から第15行)である。

表 8 静岡県連結産業連関表の逆行列 (∬
一ν )・ の列和 (一部)

静岡県 881 E円 Si R31 R日
_

RJ

圭属製品 1.2578

1.2925

1.349Ci

l.442日

1.3224

・口:晏.ロヨ1‐ 1_::口
'11,91'1‐ ‐母.ヨ .:`… .Fill.1,1.

‐口l口 .ヨ11.:_.112.11ヨ ,

.11121'、 11..こ 1711T

O.720■ 1  2.0世

0.0201 1  2.0000

0.0341 :  2.0347

2.0261

2.1288
12

13

14

15

●.0445 :  2.0771 2.1216

0.0「」40 :  2.5738

0.0319 :  1.9025

同様にして、「完全分離法」によつて全国産業連関表と連結した群馬県連結産業連関表、

神奈川県連結産業連関表、長野県連結産業連関表の逆行列(f-7)4表の列和から、同じ部

4各県の産業連関表の基礎データは、それぞれの県庁HP経由で入手できる。巻末吼 リスト参鷹
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分 (第11行から第15行)を抜き出したのが表 9、 表10、 表11である。

表 9 群馬県連結産業連関表の逆行列 (/― 爾 )・ の列和 (一部)

表10 神奈川県連結産業連関表の逆行列 (/一 Z4)・ の列和 (一部)

表11 長野県連結産業連関表の逆行列 (I― Z4)・ の列和 (一部)

長野県 SSi SRI ヨ | R3J R日 i RI

金属製品 1.2312 ●.7561 1.3873 ●.0054 2,0225 2.●273
12 一般機械 1.3023 0.8242 2.1265 ●.01日 3 2.1131 2.1314

13 電気機械 1.2986 ●.8271 2.1257 ●.0264 2.0389 2.1253

輸送機械 1.2138 1,3193 2.5381 ●.0176 2.6541 2.6717

15 精密機械 1.3410 ●.5073 1.9430 ●.01日 3 1,9185 1.386日

表8から表11において、県内の産業 jの産出1単位の輸出増加による県経済への生産誘発

効果が現、同じく同県を除く全国経済への生産誘発効果が名、その合計である総効果が

4である。それに対し、県外の産業 jの産出1単位の輸出増加による同県経済への生産誘

発効果が義、同じく同県を除く全国経済への生産誘発効果が鶏、その合計である総効果

力況である。以上を踏まえて、群馬県、ネ申刻 |1県、長野県、静岡県の5産業 (金属製品、

一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械)の出を比較したのが図4であり、同じく4県

の5産業 (金属製品、一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械)の観 を比較したのが図

詳馬県 SSI SRI SJ RSJ R円 RI

金属製品 1.2471 ●.5872 1.日 343 0,0037 2.●22日 2.0326

12 一般機械 1.3008 ●.1380 1.3387 ●.0242 2.10日 0 2.1322

13 電気機 l■i 1.2839 0.6405 1.9243 0.0240 2.1050 2.1296

14 輸送機械 1,2145 0.7954 2.0098 0.0559 2.6230 2,6789

精密機械 1.2671 0.5000 1.7671 ●.● 131 1.9271 1.34f」 2

神奈川県 SSI S RI ヨ i RSi RRI RI

金属製品 1.35日 5 0.OT81 2.0307 ●.0330 1.ヨ 989 2.0269

12 一般機械 1.3339 ●.8096 2.1435 ●.●580 2.0722 2.1302

13 電気機械 1.3742 0,7907 2.1643 ●.0606 2.0017 2.1222

14 輸送機械 1.4657 1.2684 2.7341 ●.1057 2.5003 2.6660

15 精密機械 1.3275 0.6434 1.9703 ●.0414 1。日344 1.335日
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5である。

図4 群馬県、神奈川県、長野県、静岡県の県内5産業の輸出の県外への生産誘発効黙 島
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図4は、県内の産業の輸出 1単位の増加がもたらす県外への生産誘発効果を、県別・産業

別に表している。「輸送機械」の輸出 1単位の増加は、表 8から表Hにより、神奈川県、

長野県、静岡県では、県内への生産誘発額とほぼ同規模の県外の生産誘発額 (それぞれ、

87%,109%92%)が あるが、群馬県「輸送機械」産業の県外への生産誘発効果は県内の同

効果の約65%ほどであり、群馬県「輸送機械」産業の県外への影響力は相対的に小さい。

図4から、取り上げた5産業のすべてにおいて静岡県の各産業は県外経済への影響力が大

きく、群馬県は小さいことが分かる。全国と連結 した各県連結産業連関表の逆行列

(」 一
`И

)・ 表の列和に示される生産誘発効果は、一般に、都道府県産業連関表の作成方法か

らG、 各県の投入係数に大きな違いがないと考えられるので、群馬県と静岡県のこの結果

5総務省統計局統計基準部『地域産業連関表作成基本マニュアノL/」 ,経済産業省経済産業局調査統計部『平成12

年(2000Tl地域産業連関表作成基本要項』等参鷹
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の相違は、輸入率 0移入率の相違によつてもたらされる。群馬県経済においては、ここで

取り上げた5産業の県内経済での比重は静岡県と比べて相対的に小さいことがわかる。そ

れに対し、静岡県経済ではこの5産業は、県内外への影響力も大きい基幹産業である。

図5 県外 5産業の輸出の群馬県、神勺 |1県、長野県、静岡県の経済への生産誘発効果RSj
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次に、図5は、県外の5産業で1単位の輸出増加があった場合の各県経済への生産波及

効果を表している。図5から、全国の「輸出機械」の輸出増加は、神刻 |1県への生産誘発

効果が最も大きく、続いて静岡県、群馬県、長野県の順番であることが分かる。図らは、

他の製造業4産業においてもほぼ同じ傾向があることを示している。

ここで取り上げた製造業 5産業は輸出依存型産業であり、これらの5産業の輸出の動向

は、各県経済の動向に大きな影響を与える。輸出の増大が順調に伸びている時期は、神奈

川県や静岡県経済は順調に成長するが、いつたん輸出が落ち込み始めると、これらの県は

一層大きい景気後退に見舞われることになる。同じような傾向は4産業についても見て取

れる。このように、地域連結産業連関表の作成と応用による県別 0産業別の生産誘発効果

分析は、地域経済の産業構造の相違とその影響を考察する有力な手段を与えるといえる。
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表 8から表11の SSjについて一言補足をしておこう。各県のSSjは、その県の当該産業 j

の輸出増大が県内経済へ与える生産誘発効果をあらわす。したがつて、連結前の単独の都

道府県産業連関表・競争輸入型逆行列の当該産業 jの列和と比較することができる。表12

は、4県 5産業についてそれらを比較したものである。

表12 連結表の県内生産誘発効果SSjと地域表の生産誘発効果の比較

十属製品 :一船機械 電気機械 輸送機械 :精密機械

地城表 1.2444 1日 2354 1.2788 1口 2028 1.2833
壱〒厨〕l子

悼結轟 1.3008 1.2883 1.2145 1.2871

神奈川県
1日 3585 1.3333 1.3742 1

1:3878 1.3388 1.4877 1.4238

長野県
地輔表

悼摘著

1.2238 1.2378 1.2315 1.2181 1

1日 2312 1.3123 1.2388 1.2138 1.3410

静岡県
1.2438 1.2738 1.3141 1

1口 2578 1.2925 1.3438 1.4428:    1.3224

表12よ り、産業の輸出拡大の県内への生産誘発効果は、単独の都道府県表におけるよりも、

連結産業連関表における方が大きい。その理由は、最終需要の増大の県内の波及に加え、

県外への波及とその結果としての県内への再波及のルー トが繰 り返され、その分が上乗せ

されるからである。これは、連結産業連関表によつてはじめて分析できる地域間関係であ

る。ちなみに、民と名は全国経済への生産誘発効果であるで、連結まえの全国産業連関表

の逆行列表の列和と比較できる。

4。 おわりに

本稿では、公表されている都道府県産業連関表と全国産業連関表を論理一貫した方法で

連結する「完全分離法」を用いて静岡県連結産業連関表を作成し、連結産業連関表の逆行

列(/-lM)4表の分析から示される静岡県経済の構造的特徴について考察してきた。さらに、

同じ方法で連結した群馬県、神郷 |1県、長野県の連結産業連関表の逆行列 (」 一Z4)~1表 を比較

分析することで静岡県経済の一側面を描き出した。

しかし、ここでの分析は、上述のように連結産業連関表の逆行列 (∬ 一Z4)・ 表に表れる限り

の考察であり、例えば(プロジェクトの経済波及効果分析等は行つていない。同じプロジェク

トでも、それを実施する地域が異なれば当然その効果は異なることが予想される。これらにつ

いては今後の課題としたい。   :
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